耐震改修に伴う要安全確認計画記載建築物等に対する固定資産税減額適用申告書
	　
令和　　年　　月　　日

高 知 市 長　 様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請人

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　地方税法附則第15条の10第１項による耐震基準適合家屋に係る固定資産税の減額の適用について，高知市税条例附則第10条の３第12項の規定に基づき，次のとおり申告します。

	納税義務者
	住 所
	
	通知書番号
	個人番号または法人番号

	
	氏 名
	
	
	

	減額対象家屋
	所　　在
	家屋番号
	種類
	構造
	床面積
	建築年月日
	登記年月日
	耐震改修の

完了年月日
	補助の算定基礎となった
耐震改修に要した費用
	対象区分

	
	
	
	
	
	㎡
	．　．
	．　．
	．　．
	円
	□ａ □ｂ

	
	
	
	
	
	㎡
	．　．
	．　．
	．　．
	円
	□ａ □ｂ

	
	
	
	
	
	㎡
	．　．
	．　．
	．　．
	円
	□ａ □ｂ

	改修が完了した日から３月を経過した後に提出する場合は、３月以内に提出できなかった理由
	該当する理由に☑　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (ａ.要安全確認計画記載建築物　ｂ.要緊急安全確認大規模建築物　該当に☑) ↑ 
決　裁　欄
担当

係長

課長補佐

課長

□ 証明書の交付申請までの手続きに時間を要したため
□ 証明書の発行が遅れたため
□ その他　(具体的な理由を記載)　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　耐震改修完了のため令和　　年度分を減額してよろしいか。　Ｎｏ．　　　　
【添付書類】
①耐震基準に適合した工事がおこなわれたことの証明書
②耐震改修の補助金確定通知書の写し
③建築物の耐震改修の促進に関する法律第7条又は同法附則第3条第1項に規定する報告書の写し
④耐震改修に要した費用を証する書類
【マイナンバー制度について】
マイナンバー制度の導入により、申告が平成28年１月１日以降の場合は申請の際, 納税義務者の「個人番号」または「法人番号」の記載が必要となります。個人番号の記載の場合は申告時には, 通知カード等による番号確認と運転免許証等による身元確認をすることが, 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第16条で規定されておりますので, ご協力をお願いします。
また, 郵送による申告の場合は、通知カードの写しと運転免許証の写し または 個人番号カードの写しを同封してください。
※なお, 申請人が納税義務者本人以外の場合, 委任状が必要となりますのでご注意ください。また, 納税義務者の個人番号が確認できるものの写しが必要となります。

委任状
代理人   住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(窓口へ来るひと)        

氏名
生年月日   明・大・昭・平・令      年    月    日  

   私は上記の者を代理人として耐震改修に伴う固定資産税減額適用申告についての権限を委任します

委任者                         令和    年    月   日
    住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
           生年月日   明・大・昭・平・令      年    月    日

※この委任状は, 委任する本人がすべて記入してください

